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Ｑ17．昨年10月13日から販売されている大
阪・関西万博の「紙チケット・チケット引
換券」について教えてください。

Ａ．紙チケット・チケット引換券には次の３
種類があり、それぞれ購入できる場所が異な
ります。
①　紙チケット
　�　来場日時が指定されたQRコード付チ
ケット（【参考１】）。会場の入場ゲートで
QRコードをかざすことで、そのまま入場
できます。旅行代理店等で購入可能です。
②　チケット引換券（来場日時指定あり）
　�　来場日時が指定されたQRコード付チ
ケットへのチケット引換券（【参考２】）。
会場の「ゲート前チケット引換所」でQR
コード付チケットに引き換える方法と、チ
ケット引換券に記載されたシリアルコード
をスマートフォン等に入力し、チケット
IDに引き換えて公式サイトから電子チ
ケット（QRコード）を取得する方法があ
ります。予約した日時に会場の入場ゲート
でスマートフォン等に表示されたQRコー
ドをかざすことで入場ができます。

　�　コンビニエンスストアに設置されている
店頭端末で購入できます（チケット事業者
サイトを経由したものを含みます。以下同じ）。

③　チケット引換券（来場日時指定なし）
　�　来場日時が指定されていないQRコード
付チケットへのチケット引換券（【参考３・
４】）。チケットの引換え・取得方法は②と
同様です。会場の入場ゲートでQRコード
をかざすことで入場ができます。当日でも
入場できますが、11時以降でなければ会場
内に入ることができません（大型連休等の
予約必須日及び混雑時は入場不可）。
　�　コンビニエンスストアに設置されている
店頭端末や旅行代理店等で購入できます。

＜紙チケット・チケット引換券に係る消費税
の課税関係＞

Ｑ18．大阪・関西万博の紙チケット・チ
ケット引換券の購入費用に係る消費税の課
税関係を教えてください。

Ａ．大阪・関西万博の入場券は消費税法にお
ける「物品切手等」に該当します（№
3805）。従来から販売されていた電子チケッ
トのほか、昨年10月13日から販売を開始した

いよいよ４月13日から開幕
大阪・関西万博　入場券購入費用の取扱い③
紙チケット・チケット引換券に係るインボイスの取扱い
　来る４月13日から10月13日までの184日間、大阪市の夢洲で2025年日本国際博
覧会（大阪・関西万博）が開催される。大阪・関西万博の入場券は電子チケット
が基本だが、昨年10月13日から「紙チケット・チケット引換券」が全国のコンビ
ニエンスストアや旅行代理店等で販売されている。
　大阪・関西万博の電子チケット購入費用に係る法人税及び消費税の取扱いは、
本誌№3803・3805でお伝えした。今回は「紙チケット・チケット引換券」の購入
費用について、消費税の仕入税額控除の適用を受けるために保存すべき書類等を
紙チケット・チケット引換券の種類別に確認した。
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「紙チケット・チケット引換券」のいずれも
物品切手等に当たります。
　消費税法上、物品切手等の発行は不課税、
物品切手等の譲渡は非課税とされているた
め、購入段階で課税仕入れとすることはでき
ません。実際に役務又は物品の引換給付を受
けた時にはじめてその引換給付を受けた事業
者の課税仕入れとなります（消法６①、消法
別表２四ハ、消基通６－４－５、11－３－７）。

＜簡易インボイス記載事項の充足＞

Ｑ19．紙チケット・チケット引換券は簡易
インボイスの記載事項を満たしています
か。

Ａ．紙チケットとチケット引換券の種類によ
り、簡易インボイスの記載事項を満たす方法
は異なります。
①　紙チケット
　�　紙チケット自体は簡易インボイスの記載
事項を満たしていません。
　�　紙チケットは旅行代理店等で購入可能で
あり、販売元である旅行代理店等が「媒介
者交付特例」を適用している場合は、旅行
代理店等から、紙チケットとは別に旅行代
理店等の名称や登録番号等が記載されたイ
ンボイス（簡易インボイス）が交付されま
す。
　�　なお、旅行代理店等が発行する領収書等
の様式は各社によって異なります。仮に領
収書等に「課税資産の譲渡等を行った年月
日（開催年月日等）」の記載がない場合は、
領収書等と紙チケット（日付）を併せるこ
とでインボイス（簡易インボイス）の記載
事項を満たすことになります。
②　チケット引換券（来場日時指定あり）
　�　来場日時の指定があるQRコード付チ
ケットへのチケット引換券は、その引換券
自体では簡易インボイスの記載事項を満た
していませんが、後述するホームページの

記載内容と併せることで簡易インボイスの
記載事項を満たします。
　�　コンビニエンスストアの店頭で発券され
るチケット引換券（【参考２】）には、適格
請求書発行事業者（公益社団法人2025年日
本国際博覧会協会、以下「万博協会」）の「登
録番号」や「適用税率」が記載されていま
せん。この不足する記載事項を補うため
に、チケット引換券には販売受託会社（チ
ケットぴあ）のホームページのURL（「2025
年日本国際博覧会（大阪・関西万博）チケッ
ト ID引換サイト」）が記載されています。
URL先には「適格簡易請求書の記載事項
の補足」として適格請求書発行事業者（万
博協会）の「登録番号」や「適用税率」が
掲載されており、この該当箇所を電磁的記
録又は書面でチケット引換券と併せて保存
することで簡易インボイスの記載事項を満
たすことになります。こうした取扱いにつ
いては、令和７年２月25日に更新された国
税庁「インボイスの取扱いに関するご質
問」問Ⅳにも掲載されています（№3841）。

　�　同問Ⅳによると、売手がホームページの
該当箇所を、各税法に定められた保存期間
が満了するまで随時確認可能な状態で提供
しているなど一定の要件を満たす場合、買
手において必ずしも当該電磁的記録又は書
面を保存せずとも、その保存があるものと
して差し支えないこととされています。
　�　本件の販売受託会社（チケットぴあ）で
は、当面の間、「2025年日本国際博覧会（大
阪・関西万博）チケット ID引換サイト」

○�　「2025年日本国際博覧会（大阪・関西万
博）チケット ID引換サイト」に掲載され
ている補足事項

（適格簡易請求書の記載事項の補足）
公益社団法人2025年日本国際博覧会協会

登録番号：Ｔ9120005020700
適用税率：10％
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に「適格簡易請求書の記載事項の補足」を
掲載する方針ですが、掲載期間は現在未定
のようです。したがって、記載事項の補足
について画像データや書面で保存すること
をおすすめします。
③　チケット引換券（来場日時指定なし）
　�　来場日時の指定がないQRコード付チ
ケットへのチケット引換券は、旅行代理店
等やコンビニエンスストアで購入可能であ
り、販売元によって記載事項は異なりま
す。
　�　旅行代理店等が発券するチケット引換券
（【参考３】）は、簡易インボイスとして求
められている全ての記載事項が記載されて
います。
　�　他方、コンビニエンスストアが発券する
チケット引換券（【参考４】）は、適格請求
書発行事業者（万博協会）の「登録番号」
や「適用税率」が記載されていませんが、
上記②のチケット引換券（来場日時指定あ
り）と同様に、チケット引換券に記載され
た販売受託会社のURL「2025年日本国際
博覧会（大阪・関西万博）チケット ID引換
サイト」に掲載されている「適格簡易請求
書の記載事項の補足」を電磁的記録又は書
面でチケット引換券と併せて保存すること
で簡易インボイスの記載事項を満たすこと
になります。

＜ホームページでインボイス（簡易インボイ
ス）の記載事項を補足する方法＞

Ｑ20．インボイス（簡易インボイス）の記
載事項が不足していた場合、ホームページ
に掲載することで記載事項を満たせるとの
ことですが、具体的にはどのような方法に
なりますか。

Ａ．次の３つの要件を満たすような場合、入
場券や領収書とホームページに掲載した記載
事項とが関連性を有するものとして、併せて

インボイス（簡易インボイス）の記載事項を
満たすこととなります。
⑴�　入場券等にインボイス（簡易インボイス）
の記載事項の一部を記載
⑵　入場券等にホームページのURLを記載
⑶�　⑵のURLにアクセスしたページにイン
ボイス（簡易インボイス）記載事項の不足
部分を掲載

＜仕入税額控除の適用を受けるための対応＞

Ｑ21．事業者（引換給付を受けた事業者）
が紙チケット・チケット引換券の購入費用
について仕入税額控除の適用を受けるため
には、どのような対応が必要になりますか。

Ａ．紙チケットとチケット引換券で対応は異
なります（仕入税額控除の適用を受ける方法が
複数認められます）。
①　紙チケット
　�　旅行代理店等から交付を受けたインボイ
ス（簡易インボイス）の保存等をすること
で仕入税額控除の適用を受けることができ
ます。
②　チケット引換券（来場日時指定あり）及び
③　チケット引換券（来場日時指定なし）
　�　次のいずれかの対応で仕入税額控除の適
用を受けることができます。
　Ⅰ　入場券等回収特例を適用する
　　�　チケット引換券を会場のゲート前チ
ケット引換所でQRコード付チケットに
引き換えた場合は、チケット引換券が回
収されるため「入場券等回収特例」の適
用を受けることができます。その場合、
一定の事項を記載した帳簿のみの保存で
仕入税額控除が認められます（消令49①
一ロ）。

　Ⅱ　チケット引換券を保存する
　　�　チケット引換券をスマートフォン等で
チケット IDに引き換えて電子チケット
の交付を受けた場合は、手元に引換券が
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残ることになります。この場合は引換券
を保存することで仕入税額控除の適用を
受けることができます。

　　�　なお、コンビニエンスストアが発券し
たチケット引換券では不足する記載事項
があるため、ホームページに掲載された
記載事項を併せて保存する必要がありま
す。

　Ⅲ�　媒介者交付特例により発行されたイン
ボイス（簡易インボイス）を保存する

　　�　販売元である旅行代理店等やコンビニ
エンスストアが媒介者交付特例を適用し
ている場合、旅行代理店等やコンビニエ
ンスストアの名称でインボイス（簡易イ
ンボイス）が交付されます。このインボ
イス（簡易インボイス）を保存すること
で仕入税額控除の適用を受けることがで
きます。

紙チケット・チケット引換券の種類 様式 販売箇所 販売形態 インボイス制度の取扱い

①
来場日時が指定された紙
チケット

参考１
旅行代理店、その他販
売業者

委託販売
買取販売
デポジット販売

来場日時が指定されたチ
②

ケット引換券
参考２

コンビニエンスストア
（チケット事業者サイ
ト経由を含む）

委託販売

参考３
旅行代理店、その他販
売業者

委託販売
買取販売
デポジット販売

参考４

〇　紙チケット・チケット引換券におけるインボイス制度の取扱い

来場日時が指定されてい
③

ないチケット引換券

②と同じ

※１　記載内容による。例えば、旅行代理店等からのインボイス（簡易インボイス）に「課税資産の譲渡等を行った年
月日（開催年月日等）」の記載がない場合は、入場券（日付記載あり）と併せて保存することでインボイス記載事
項を満たすことが可能。　

※２　入場券等回収特例は、入場券のような物品切手等で簡易インボイスの記載事項（取引年月日を除く。）が記載さ
れているものが、引換給付の際に適格請求書発行事業者により回収される場合、当該物品切手等により役務の提供
等を受ける買手は、一定の事項を記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除の適用を受けることができる。

Ⅰ　入場券等回収特例【※２】
チケット引換券をゲート前チケット引換所でQR
コード付チケットに引き換えて入場（チケット引
換券は回収）

Ⅱ　チケット引換券が簡易インボイス
スマートフォン等のチケットIDにより入場（チケ
ット引換券のシリアルコードからチケットIDを取
得することから、利用者の手元にチケット引換券
が残る。ただし、チケット引換券に不足する記載
事項がある場合には、ホームページに掲載された
記載事項を併せて保存する必要がある）

Ⅲ　媒介者交付特例
コンビニエンスストア等がそのコンビニエンスス
トア等の名称でインボイス（簡易インボイス）を
発行【※１】

媒介者交付特例
旅行代理店等がその旅行代理店等の名称でインボイ
ス（簡易インボイス）を発行【※１】

Ⅰ　入場券等回収特例【※２】
チケット引換券をゲート前チケット引換所でQR
コード付チケットに引き換えて入場（チケット引
換券は回収）

Ⅱ　チケット引換券が簡易インボイス
スマートフォン等のチケットIDにより入場（チケ
ット引換券のシリアルコードからチケットIDを取
得することから、利用者の手元にチケット引換券
が残る。）

Ⅲ　媒介者交付特例
旅行代理店等がその旅行代理店等の名称でインボ
イス（簡易インボイス）を発行【※１】
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【参考１】紙チケット

sample

【参考２】チケット引換券（来場日時指定あり）

sample
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【参考３】旅行代理店等が発券するチケット引換券（来場日時指定なし）

sample

【参考４】コンビニエンスストアが発券するチケット引換券（来場日時指定なし）

sample


